
　家庭での地球温暖化対策を促進するため、対象設備の設
置費用の一部が補助されます。
　補助金の交付は予算の範囲内で、対象設備ごとに、１住
宅につき１回限りです。

対象／次の要件を全て満たす人　●自らが居住する市内の
住宅に対象設備を設置し、設備を所有する人　●令和６年
３月11日（月）までに工事を完了し、実績報告書を提出で
きる人　●世帯全員が市税を滞納していないこと
対象設備と補助金額
　次の表のとおり　※設備は全て未使用品に限り、設置済
みや購入済みの場合は対象外です。
申し込み方法／設備の設置工事や購入の２週間前までに、
市ホームページからダウンロードできる申請書に必要書類
を添えて、提出してください。
　交付の要件や対象になる設備などのくわしい内容は、市
ホームページで確認してください。

申し込み・問い合わせ先
環境課環境政策班（☎62-5328）
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設備の種類と主な要件 補助金額
住宅用太陽光発電設備
※�最大出力の合計値またはパワーコン
ディショナーの定格出力のいずれか
が10kW未満であること。

最大出力（kW）×１万円
上限５万円
（千円未満切り捨て）

家庭用燃料電池システム（エネファーム）
※停電時自立運転機能があるもの。 10万円

定置用リチウムイオン蓄電システム
※�住宅用太陽光発電設備を併設すること。７万円

太陽熱利用システム
※強制循環型に限る。 ５万円

窓の断熱改修
※�既存の住宅に設置された窓の改修で
あること。

設備本体購入費および
設置工事費の４分の１
上限８万円
（千円未満切り捨て）

電気自動車（EV）／
プラグインハイブリッド自動車（PHV）
※�申請者が居住する住宅に太陽光発電
設備が設置され、発電した電気をEV
またはPHVに充電できること。

・V2H充放電設備の設置あり
　15万円
・V2H充放電設備の設置なし
　10万円

V2H充放電設備
※�住宅用太陽光発電設備を設置し、EV
またはPHVを導入すること。

設備本体購入費の10分の１
上限25万円
（千円未満切り捨て）

住宅用省エネルギー設備設置補助金を交付

広報あさひ　2023.4.15


